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(注)土地を含む一戸建て住宅。

グラフで見るタイ経済 2017 年３月号（Ｎｏ．９３） 

タイ景気は回復の勢いが弱まっている。２０１６年１０～１２月期の実質ＧＤＰ（国内総生産）は前年比+３．０％

と、成長率が前期（同+３．２％）をやや下回った。政府支出が増加したものの、個人消費は減速した。２０１７年１

月に入っても、個人消費指数が前月比-１．５％（前月は同+１．４％）と、非耐久財消費の落ち込みもあり、下落に

転じた。企業部門でも、輸出（前年比+８．８％）がやや伸びを高めたものの、工業生産指数（前月比-１．５％）が

下落した。民間投資指数（前月比-０．２％）も２０１６年７月以来の下落となった。 

【今月のトピック：政府はトランプ効果による輸出拡大を期待】 タイの政府関係者は、米国新政権の政策が輸出の拡大

につながることを期待している。米国内の減税やインフラ投資の拡大は、タイの米国向け輸出を押し上げる要因となる。

米国が通貨安の是正を要請する相手国はメキシコや中国などが想定され、これらの国の通貨が上昇するとタイの輸出

競争力は相対的に高まる可能性がある。ただし、仮に米国が新たに高率の関税を中国等に導入した場合、その悪影響

はタイにも及ぶ可能性がある。政府関係者は、今後具体化されるトランプ政権の経済政策の行方を見守っている。 

（出所）タイ中央銀行、タイ国家経済社会開発委員会（ＮＥＳＤＢ）、ブルームバーグ 
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（出所）タイ工業省、タイ中央銀行、タイ国家統計局、タイ工業連盟（ＦＴＩ） 
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